
第２ 【事業の状況】 

  

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 

本項においては、将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は2018年３月31日現在において判断したもので

す。 

  
(１) 会社の経営の基本方針 

  トヨタは経営の基本方針を「トヨタ基本理念」として掲げており、その実現に向けた努力が、企業価値の増大

につながるものと考えています。その内容は次のとおりです。 

１. 内外の法およびその精神を遵守し、オープンでフェアな企業活動を通じて、国際社会から信頼される企業

市民をめざす 

２. 各国、各地域の文化、慣習を尊重し、地域に根ざした企業活動を通じて、経済・社会の発展に貢献する 

３. クリーンで安全な商品の提供を使命とし、あらゆる企業活動を通じて、住みよい地球と豊かな社会づくり

に取り組む 

４. 様々な分野での最先端技術の研究と開発に努め、世界中のお客様のご要望にお応えする魅力あふれる商

品・サービスを提供する 

５. 労使相互信頼・責任を基本に、個人の創造力とチームワークの強みを最大限に高める企業風土をつくる 

６. グローバルで革新的な経営により、社会との調和ある成長をめざす 

７. 開かれた取引関係を基本に、互いに研究と創造に努め、長期安定的な成長と共存共栄を実現する 

  

(２) 会社の対処すべき課題 

今後の自動車市場については、先進国では安定的に推移、新興国では景気回復などを背景に緩やかな拡大が期

待されます。一方で、深刻化する環境問題など社会課題への対応や、急速な進化をとげる人工知能を活用した自

動運転、コネクティッド (クルマのつながる化) 、ロボティクスなどの技術革新、さらには、人々のライフスタ

イルの多様化などにより、自動車産業は100年に一度の大変革の時代を迎えています。 

このような経営環境の中、トヨタは、品質・安全を最優先に、新たな価値を創造する「未来への挑戦」と、１

年１年着実に真の競争力を強化する「年輪的成長」を方針に掲げ、次の分野の取り組みを加速させていきます。 

  
①電動化 

環境問題への対応には、クルマの電動化の推進が必要不可欠です。トヨタは、「エコカーは普及してこそ環境

への貢献」との考えのもと、国や地域ごとのエネルギーやインフラ整備の状況、さらにはエコカーの特徴に応じ

て、お客様の用途に合わせた最適なクルマを提供することを目指しています。 

昨年、グローバル累計販売台数が1,000万台を突破したハイブリッド車や、プラグインハイブリッド車に加え、

「究極のエコカー」である燃料電池自動車の開発・普及を進めています。また、電気自動車についても、社内ベ

ンチャーとして「ＥＶ事業企画室」を立ち上げ、マツダ㈱、㈱デンソーと共同技術開発に向けた新会社を設立す

るなど、取り組みを加速させています。電動車の基幹部品である車載用電池では、パナソニック㈱と協業の検討

を開始しました。また、高性能な次世代電池として「全固体電池」の研究・開発を進めています。 

低炭素で持続可能な社会の実現に向け、「2030年に電動車販売550万台以上」というチャレンジ目標を掲げ、今

後も技術開発を加速させていきます。 

  
②自動運転 

トヨタは、交通事故死傷者ゼロを目指し、1990年代から自動運転技術の研究開発に取り組んできました。その

開発理念、「Mobility Teammate Concept (モビリティ・チームメイト・コンセプト) 」は、人とクルマが見守

り、助け合う、気持ちが通った仲間のような関係を築くというものです。 

自動運転技術・先進安全技術を多くの人に利用いただくため、自動ブレーキなどの予防安全技術をパッケージ

化し、日本、北米、欧州のほぼすべての乗用車に設定を完了しました。さらに、昨年10月に発売した新型「Ｌ

Ｓ」には、世界トップレベルの高度運転支援技術を搭載しました。 
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また、自動運転に必要不可欠な人工知能技術の研究・開発拠点として設立したトヨタ・リサーチ・インスティ

テュート㈱では、革新的な技術を持つベンチャー企業との連携拡大に向け、ファンドを立ち上げました。さら

に、それらの先端研究の成果を、効率的に製品化につなげるべく、一気通貫のソフトウェア開発を行うトヨタ・

リサーチ・インスティテュート・アドバンスト・デベロップメント㈱を設立しました。 

すべての人に、安全、便利かつ楽しいモビリティを提供することを究極の目標に、自動運転技術の開発・普及

に取り組んでいきます。 

  
③MaaS (モビリティ・アズ・ア・サービス) 

トヨタは、電動化、自動運転に加え、すべてのクルマをコネクティッド化することで、お客様の価値観やライ

フスタイルの多様化に合わせた、新たなクルマの価値やモビリティサービスの創出に努めています。あらゆる異

業種、IT企業と連携の上、自動車会社からモビリティカンパニーへの変革を推進していきます。 

本年１月に米国で開催されました国際家電見本市において出展した「ｅ-Ｐａｌｅｔｔｅ Ｃｏｎｃｅｐｔ(イ

ー・パレット・コンセプト) 」は、これまでのクルマの概念を超えて、移動、物流、物販など多目的に活用でき

る新たなモビリティサービス「MaaS」専用の次世代電気自動車です。サービス事業者や開発会社と企画段階から

オープンに提携し、本格的な実用化に向けた取り組みを続けていきます。 

  
④アライアンス 

当社は、ビジネス環境が複雑化する中で、技術・商品競争力を高めるために、積極的にアライアンスを進めて

います。 

昨年８月にはマツダ㈱と業務資本提携に関する合意書を締結し、電気自動車の共同技術開発などについて検討

を開始するとともに、本年３月に、米国での完成車生産を行う合弁新会社マツダトヨタマニュファクチャリング

ＵＳＡ, Ｉｎｃ.を設立しました。また、昨年11月には、スズキ㈱とインド市場向け電気自動車投入に関する覚書

を締結しました。「スピード＆オープン」な連携により、相互にシナジー効果を発揮できる取り組みを進めてい

きます。 

異業種との連携では、本年２月にはJapanTaxi㈱とタクシー向けサービス共同開発などの検討に関する基本合意

書を締結しました。それぞれが培ってきたサービス、技術を活かして、配車支援システムの共同開発、ビッグデ

ータ収集といった分野などで協業を検討していきます。 

「モビリティ社会をもっともっと良くしたい」という思いを共有するパートナーと連携しながら、人々の暮ら

しに役立つ新たな価値を創造し、持続的な成長を目指します。 

  
⑤仕事の進め方改革 

当社は、これらの取り組みを支える「人材育成」や「仕事の進め方改革」を一層促進するために、組織再編お

よび役員体制の見直しを継続的に行ってきました。今、自動車産業においては、異業種の参入や急速な技術革新

により、これまでにないスピードと規模で構造変革が起きており、明日を生き抜くための瀬戸際の戦いが始まっ

ています。 

そうした中で、従来以上に「お客様第一」を念頭に、「現地現物」で「即断、即決、即実行」していくため、

一昨年４月に製品群ごとのカンパニー体制に移行しました。本年１月には、現場と一体となった執行のさらなる

スピードアップを目指し、従来４月に行っていた役員体制の変更時期を前倒ししました。また、役員自ら役割・

意識を変革することを狙い、役員の位置づけを見直すとともに、適材適所の考え方に基づいて社内外から高度な

専門性を有した人材を配置しました。組織面では、トヨタの競争力の基盤であるトヨタ生産方式 (ＴＰＳ) を生

産分野以外にも再徹底し、生産性の向上を目指すため、ＴＰＳ本部を新設しました。 

これからも、常に「もっといいやり方がある」ことを念頭に、役員・従業員全員がチャレンジを続けていきま

す。 

  
このような取り組みにより、トヨタは、「もっといいクルマ」をお届けすることを通じて「いい町・いい社

会」づくりに貢献し、結果として多くのお客様にクルマをお求めいただき、安定した経営基盤を構築していきま

す。このような循環を続けることによって、持続的成長を実現し、企業価値の向上に努めていきます。また、法

令遵守をはじめとした企業行動倫理の徹底など、企業の社会的責任を果たしていきます。 
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２ 【事業等のリスク】 

以下において、トヨタの事業その他のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項を記

載しています。ただし、以下はトヨタに関するすべてのリスクを網羅したものではなく、記載されたリスク以外のリ

スクも存在します。かかるリスク要因のいずれによっても、投資家の判断に影響を及ぼす可能性があります。 

本項においては、将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は有価証券報告書提出日 (2018年６月25日) 現

在において判断したものです。 

  

(１) 市場および事業に関するリスク 

①自動車市場の競争激化 

世界の自動車市場では激しい競争が繰り広げられています。トヨタは、ビジネスを展開している各々の地域

で、自動車メーカーとの競争に直面しています。世界経済は徐々に回復しつつありますが、自動車市場における

競争はさらに激化しており、厳しい状況が続いています。また、世界の自動車産業のグローバル化がさらに進む

ことによって、競争は今後より一層激化する可能性があり、業界再編につながる可能性もあります。競争に影響

を与える要因としては、製品の品質・機能、安全性、信頼性、燃費、革新性、開発に要する期間、価格、カスタ

マー・サービス、自動車金融の利用条件等の点が挙げられます。競争力を維持することは、トヨタの既存および

新規市場における今後の成功、販売シェアにおいて最も重要です。トヨタは、昨今の自動車市場の急激な変化に

的確に対応し、今後も競争力の維持強化に向けた様々な取り組みを進めていきますが、将来優位に競争すること

ができないリスクがあります。競争が激化した場合、自動車の販売台数の減少や販売価格の低下などが起きる可

能性があり、それによりトヨタの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローが悪影響を受けるリスクがあり

ます。 

  

②自動車市場の需要変動 

トヨタが参入している各市場では、今までも需要が変動してきました。各市場の状況によって、自動車の販売

は左右されます。トヨタの販売は、世界各国の市場に依存しており、各市場の景気動向はトヨタにとって特に重

要です。当連結会計年度においては、世界経済については、貿易・生産の世界的拡大と底堅い内需を背景に緩や

かな回復が続きました。日本経済については、雇用・所得環境が改善し、緩やかな回復基調が続きました。自動

車業界においては、市場は先進国で安定的に推移し、中国で拡大した一方、一部の資源国で落ち込みがみられま

した。このような需要の変化は現在でも続いており、この状況が今後どのように推移するかは不透明です。今後

トヨタの想定を超えて需要の変化が継続または悪化した場合、トヨタの財政状態、経営成績およびキャッシュ・

フローが悪影響を受ける可能性があります。また、需要は、販売・金融インセンティブ、原材料・部品等の価

格、燃料価格、政府の規制 (関税、輸入規制、その他の租税を含む) など、自動車の価格および自動車の購入・

維持費用に直接関わる要因により、影響を受ける場合があります。需要が変動した場合、自動車の販売台数の減

少や販売価格の低下などが起きる可能性があり、それによりトヨタの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フ

ローが悪影響を受けるリスクがあります。 
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③お客様のニーズに速やかに対応した、革新的で価格競争力のある新商品を投入する能力 

製品の開発期間を短縮し、魅力あふれる新型車でお客様にご満足いただくことは、自動車メーカーにとっては

成功のカギとなります。特に、品質、安全性、信頼性において、お客様にご満足いただくことは非常に重要で

す。世界経済の変化に伴い、自動車市場の構造が急激に変化している現在、お客様の価値観とニーズの急速な変

化に対応した新型車を適時・適切にかつ魅力ある価格で投入することは、トヨタの成功にとってこれまで以上に

重要であり、技術・商品開発から生産にいたる、トヨタの事業の様々なプロセスにおいて、そのための取り組み

を進めています。しかし、トヨタが、品質、安全性、信頼性、スタイルその他の性能に関するお客様の価値観と

ニーズを適時・適切にかつ十分にとらえることができない可能性があります。また、トヨタがお客様の価値観と

ニーズをとらえることができたとしても、その有する技術、知的財産、原材料や部品の調達、原価低減能力を含

む製造能力またはその他生産性に関する状況により、価格競争力のある新製品を適時・適切に開発・製造できな

い可能性があります。また、トヨタが計画どおりに設備投資を実施し、製造能力を維持・向上できない可能性も

あります。お客様のニーズに対応する製品を開発・提供できない場合、販売シェアの縮小ならびに売上高と利益

率の低下を引き起こすリスクがあります。 

  

④効果的な販売・流通を実施する能力 

トヨタの自動車販売の成功は、お客様のご要望を満たす流通網と販売手法に基づき効果的な販売・流通を実施

する能力に依存します。トヨタはその参入している各主要市場の規制環境において、お客様の価値観または変化

に効果的に対応した流通網と販売手法を展開していますが、それができない場合は、売上高および販売シェアが

減少するリスクがあります。 

  

⑤ブランド・イメージの維持・発展 

競争の激しい自動車業界において、ブランド・イメージを維持し発展させることは非常に重要です。ブラン

ド・イメージを維持し発展させるためには、お客様の価値観やニーズに対応した安全で高品質の製品を提供する

ことで、お客様の信頼をさらに高めていくことが重要です。トヨタが、安全で高品質の製品を提供することがで

きない、または、リコール等の市場処置が必要であるにもかかわらず迅速な対応がなされないなどの結果、トヨ

タのブランド・イメージを効果的に維持し発展させることができなかった場合、自動車の販売台数の減少や販売

価格の低下などが起きる可能性があり、その結果、売上高と利益率の低下を引き起こすリスクがあります。 

  

⑥仕入先への部品供給の依存 

トヨタは、部品や原材料などの調達部品を世界中の複数の競合する仕入先から調達する方針を取っています

が、調達部品によっては他の仕入先への代替が難しいものもあり、特定の仕入先に依存しているものがありま

す。また、その調達部品が様々な車種に共通して使用される場合、当該部品の調達がより困難となり、生産面へ

の影響を受ける可能性があります。さらに、トヨタが直接の取引先である一次仕入先を分散していたとしても、

一次仕入先が部品調達を二次以降の特定の仕入先に依存していた場合、同様に部品の供給を受けられないリスク

もあります。トヨタが調達部品を継続的にタイムリーかつ低コストで調達できるかどうかは、多くの要因の影響

を受けますが、それら要因にはトヨタがコントロールできないものも含まれています。それらの要因の中には、

仕入先が継続的に調達部品を調達し供給できるか、またトヨタが、仕入先から調達部品を競争力のある価格で供

給を受けられるか等が含まれます。特定の仕入先を失う、またはそれら仕入先から調達部品をタイムリーもしく

は低コストで調達出来ない場合、トヨタの生産に遅延や休止またはコストの増加を引き起こす可能性があり、ト

ヨタの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローに悪影響が及ぶ可能性があります。 
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⑦金融サービスにおける競争の激化 

世界の金融サービス業界では激しい競争が繰り広げられています。自動車金融の競争激化は、利益率の減少を

引き起こす可能性があります。この他トヨタの金融事業に影響を与える要因には、トヨタ車の販売台数の減少、

中古車の価格低下による残存価値リスクの増加、貸倒率の増加および資金調達費用の増加が挙げられます。 

  

⑧デジタル情報技術への依存 

トヨタは、機密データを含む電子情報を処理・送信・蓄積するため、または製造・研究開発・サプライチェー

ン管理・販売・会計を含む様々なビジネスプロセスや活動を管理・サポートするために、第三者によって管理さ

れているものも含め、様々な情報技術ネットワークやシステムを利用しています。さらに、トヨタの製品にも情

報サービス機能や運転支援機能など様々なデジタル情報技術が利用されています。これらのデジタル情報技術ネ

ットワークやシステムは、安全対策が施されているものの、ハッカーやコンピュータウィルスによる攻撃、トヨ

タが利用するネットワークおよびシステムにアクセスできる者による不正使用・誤用、開発ベンダー・クラウド

業者など関係取引先からのサービスの停止、電力供給不足を含むインフラの障害、天災などによって被害や妨害

を受ける、または停止する可能性があります。このような事態が起きた場合、重要な業務の中断や、機密データ

の漏洩、トヨタ製品の情報サービス機能・運転支援機能などへの悪影響のほか、法的請求、訴訟、賠償責任、罰

金の支払い義務などが発生する可能性もあります。その結果、トヨタのブランド・イメージや、トヨタの財政状

態、経営成績およびキャッシュ・フローに悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(２) 金融・経済のリスク 

①為替および金利変動の影響 

トヨタの収益は、外国為替相場の変動に影響を受け、主として日本円、米ドル、ユーロ、ならびに豪ドル、ロ

シア・ルーブル、加ドルおよび英国ポンドの価格変動によって影響を受けます。トヨタの連結財務諸表は、日本

円で表示されているため、換算リスクという形で為替変動の影響を受けます。また、為替相場の変動は、外国通

貨で販売する製品および調達する材料に、取引リスクという形で影響を与える可能性があります。特に、米ドル

に対する円高の進行は、トヨタの経営成績に悪影響を与える可能性があります。 

トヨタは、為替相場および金利の変動リスクを軽減するために、現地生産を行い、先物為替予約取引や金利ス

ワップ取引を含むデリバティブ金融商品を利用していますが、依然として為替相場と金利の変動は、トヨタの財

政状態、経営成績およびキャッシュ・フローに悪影響を与える可能性があります。為替変動の影響およびデリバ

ティブ金融商品の利用に関しては、「３  経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析  (２) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容  ①概観  d.為替の変動」および連結財

務諸表注記22を参照ください。 

  

②原材料価格の上昇 

鉄鋼、貴金属、非鉄金属 (アルミ等) 、樹脂関連部品など、トヨタおよびトヨタの仕入先が製造に使用する原

材料価格の上昇は、部品代や製造コストの上昇につながり、これらのコストを製品の販売価格に十分に転嫁でき

ない、あるいは仕入先がこれらのコストを十分に吸収できない結果、トヨタの将来の収益性に悪影響を与える可

能性があります。 

  

③金融市場の低迷 

世界経済が急激に悪化した場合、多くの金融機関や投資家は、自らの財務体力に見合った水準で金融市場に資

金を供給することが難しい状況に陥る可能性があります。その結果、企業がその信用力に見合った条件で資金調

達をすることが困難になる可能性があります。必要に応じて資金を適切な条件で調達できない場合、トヨタの財

政状態、経営成績およびキャッシュ・フローが悪影響を受ける可能性があります。 
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(３) 政治・規制・法的手続・災害等に関するイベント性のリスク 

①自動車産業に適用される政府の規制 

世界の自動車産業は、自動車の安全性や排ガス、燃費、騒音、公害をはじめとする環境問題などに関する様々

な法律と政府の規制の適用を受けています。特に、安全面では、法律や政府の規制に適合しない、またはその恐

れのある自動車は、リコール等の市場処置の実施が求められます。さらに、トヨタはお客様の安心感の観点か

ら、法律や政府の規制への適合性に関わらず、自主的にリコール等の市場処置を実施する可能性もあります。ま

た、多くの政府は、価格管理規制や為替管理規制を制定しています。トヨタは、これらの規制に適合するために

費用を負担し、今後も法令遵守のために費用が発生する可能性があります。さらに、トヨタが市場に投入した車

両にリコール等の市場処置が必要となった場合、製品のリコールや無償のサービスキャンペーンに係る費用を含

めた様々な費用が発生する可能性があります。また、新しい法律または現行法の改正により、トヨタの今後の費

用負担が増えるリスクがあります。このように、市場処置を講じたり法律や政府の規制へ適合するために多額の

費用が発生した場合、トヨタの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローに悪影響を与える可能性がありま

す。 

  

②法的手続 

トヨタは、製造物責任、知的所有権の侵害等、様々な法的手続の当事者となる可能性があります。また、株主

との間で法的手続の当事者となったり、行政手続または当局の調査の対象となる可能性もあります。現在トヨタ

は、行政手続および当局の調査を含む、複数の係属中の法的手続の当事者となっています。トヨタが当事者とな

る法的手続で不利な判断がなされた場合、トヨタの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローに悪影響が及

ぶリスクがあります。政府の規制等の法的手続の状況については連結財務諸表注記25を参照ください。 

  

③自然災害、政治動乱、経済の不安定な局面、燃料供給の不足、インフラの障害、戦争、テロまたはストライキの

発生 

トヨタは、全世界で事業を展開することに関連して、様々なイベントリスクにさらされています。これらのリ

スクとは、自然災害、政治・経済の不安定な局面、燃料供給の不足、天災などによる電力・交通機能・ガス・水

道・通信等のインフラの障害、戦争、テロ、ストライキ、操業の中断などが挙げられます。トヨタが製品を製造

するための材料・部品・資材などを調達し、またはトヨタの製品が製造・流通・販売される主な市場において、

これらの事態が生じた場合、トヨタの事業運営に障害または遅延をきたす可能性があります。トヨタの事業運営

において、重大または長期間の障害ならびに遅延が発生した場合、トヨタの財政状態、経営成績およびキャッシ

ュ・フローに悪影響が及ぶリスクがあります。 
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(１) 経営成績等の状況の概要 

①経営成績の状況 

当連結会計年度の経済状況を概観しますと、世界経済については、貿易・生産の世界的拡大と底堅い内需を背景

に緩やかな回復が続きました。日本経済については、雇用・所得環境が改善し、緩やかな回復基調が続きました。 

  自動車業界においては、市場は先進国で安定的に推移し、中国で拡大した一方、一部の資源国で落ち込みがみら

れました。また、温室効果ガス削減に向け、各国・各地域で規制強化や一定割合の電動車販売を義務化するといっ

た新たな規制導入の動きがみられました。 

このような経営環境の中、トヨタは、お客様の期待を超える「もっといいクルマ」づくりに取り組んできまし

た。「トヨタのグローバルミッドサイズセダン」である「カムリ」を、TNGA (トヨタ・ニュー・グローバル・アー

キテクチャー) に基づくプラットフォームやパワートレーンなどにより一新し、意のままの走りと美しいデザイン

を実現しました。また、日本の「おもてなしの心」を表現した、お子様、高齢者、車いす使用者、外国からの観光

客など、あらゆる人に優しい「ＪＰＮ ＴＡＸＩ (ジャパンタクシー) 」を新たに発売しました。さらに1968年の発

売開始以来、世界各国のお客様にご愛用いただいているピックアップトラック「ハイラックス」を13年ぶりに日本

市場に導入しました。レクサスブランドでは、革新的なデザイン、エモーショナルな走り、先進の予防安全技術を

兼ね備えた新型高級セダン「ＬＳ」を発売しました。その他にも、2017年シーズンより18年ぶりに復帰した世界ラ

リー選手権 (WRC) をはじめとするモータースポーツ活動から得られた技術や知見を織り込んだ商品として、新たな

スポーツカーシリーズ「ＧＲ」を投入するなど、クルマを楽しむ文化の醸成に向けた取り組みを強化しました。 

当連結会計年度における日本、海外を合わせた自動車の連結販売台数は、896万４千台と、前連結会計年度に比べ

て７万台 (0.1％) の減少となりました。日本での販売台数については、225万５千台と、前連結会計年度に比べて

１万９千台 (0.8％) の減少となりましたが、全国販売店の努力により、軽自動車を除くトヨタ・レクサスブランド

の販売シェアは46.9％、軽自動車を含む販売シェア (ダイハツおよび日野ブランドを含む) は44.4％と、前連結会

計年度に引き続き高いレベルで推移しました。一方、海外においては、欧州およびその他の地域で販売台数が増加

したことにより、670万９千台と、前連結会計年度に比べて１万２千台 (0.2％) の増加となりました。 

当連結会計年度の業績については、次のとおりです。 
  

  
なお、営業利益の主な増減要因は、次のとおりです。 

  

  

(注) 「為替変動の影響」に、海外子会社の営業利益換算差や外貨建引当の期末換算差等を含めています。 
  

また、当連結会計年度の当社株主に帰属する当期純利益には、米国の税制改正に伴う繰延税金資産および負債の

取崩しなどによる法人税等の減少2,496億円が含まれています。 
  

 

売上高 29兆3,795億円 ( 前期比増減 1兆7,823億円 (   6.5％) )

営業利益 ２兆3,998億円 ( 前期比増減 4,054億円 (  20.3％) )

税金等調整前 

当期純利益 
２兆6,204億円 ( 前期比増減 4,266億円 (  19.4％) )

当社株主に帰属する 
当期純利益 

２兆4,939億円 ( 前期比増減 6,628億円 (  36.2％) )
 

販売面での影響 △ 1,000億円 

為替変動の影響 2,650億円 

原価改善の努力 1,650億円 

諸経費の減少ほか 600億円 

その他 154億円 
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事業別セグメントの業績は、次のとおりです。 

a.自動車事業 

売上高は26兆3,979億円と、前連結会計年度に比べて１兆3,160億円 (5.2％) の増収となり、営業利益は２兆

111億円と、前連結会計年度に比べて3,181億円 (18.8％) の増益となりました。営業利益の増益は、為替変動

の影響および原価改善の努力などによるものです。 

  

b.金融事業 

売上高は２兆170億円と、前連結会計年度に比べて1,934億円 (10.6％) の増収となり、営業利益は2,855億円

と、前連結会計年度に比べて631億円 (28.4％) の増益となりました。営業利益の増益は、販売金融子会社にお

いて、融資残高の増加ならびに貸倒関連費用および残価損失関連費用の減少などによるものです。 

  

c.その他の事業 

売上高は１兆6,461億円と、前連結会計年度に比べて3,250億円 (24.6％) の増収となり、営業利益は1,008億

円と、前連結会計年度に比べて194億円 (24.0％) の増益となりました。 

  

所在地別の業績は、次のとおりです。 

a.日本 

売上高は16兆248億円と、前連結会計年度に比べて１兆1,939億円 (8.1％) の増収となり、営業利益は１兆

6,599億円と、前連結会計年度に比べて4,576億円 (38.1％) の増益となりました。営業利益の増益は、為替変

動の影響および原価改善の努力などによるものです。 

  

b.北米 

売上高は10兆5,744億円と、前連結会計年度に比べて3,353億円 (3.3％) の増収となりましたが、営業利益は

1,388億円と、前連結会計年度に比べて1,722億円 (55.4％) の減益となりました。営業利益の減益は、販売諸

費用の増加ならびに生産および販売台数の減少などによるものです。 

  

c.欧州 

売上高は３兆1,852億円と、前連結会計年度に比べて5,041億円 (18.8％) の増収となり、営業利益は750億円

と、前連結会計年度に比べて872億円の増益となりました。営業利益の増益は、諸経費の減少ほかなどによるも

のです。 

  

d.アジア 

売上高は５兆1,481億円と、前連結会計年度に比べて3,283億円 (6.8％) の増収となりましたが、営業利益は

4,331億円と、前連結会計年度に比べて19億円 (0.5％) の減益となりました。 

  

e.その他の地域 (中南米、オセアニア、アフリカ、中近東)  

売上高は２兆4,532億円と、前連結会計年度に比べて2,922億円 (13.5％) の増収となり、営業利益は1,126億

円と、前連結会計年度に比べて539億円 (91.9％) の増益となりました。営業利益の増益は、生産および販売台

数の増加などによるものです。 

  

②財政状態の状況 

当連結会計年度末における財政状態については、次のとおりです。 

総資産は50兆3,082億円と、前連結会計年度末に比べて１兆5,580億円 (3.2％) の増加となりました。負債は30兆

3,861億円と、前連結会計年度末に比べて3,049億円 (1.0％) の増加となりました。純資産は19兆9,220億円と、前

連結会計年度末に比べて１兆2,531億円 (6.7％) の増加となりました。 
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③キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は３兆522億円と、前連結会計年度末に比べて571億円

(1.9％) の増加となりました。 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況と、前連結会計年度に対するキャッシュ・フローの増減は、次のと

おりです。 

  

営業活動からのキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の営業活動からのキャッシュ・フローは、４兆2,100億円の資金の増加となり、前連結会計年度

が３兆4,142億円の増加であったことに比べて、7,957億円の増加となりました。 

  

投資活動からのキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の投資活動からのキャッシュ・フローは、３兆6,600億円の資金の減少となり、前連結会計年度

が２兆9,699億円の減少であったことに比べて、6,901億円の減少となりました。 

  

財務活動からのキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の財務活動からのキャッシュ・フローは、4,491億円の資金の減少となり、前連結会計年度が

3,751億円の減少であったことに比べて、739億円の減少となりました。 
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④生産、受注及び販売の実績 

a.生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

  

  

b.受注実績 

当社および連結製造子会社は、国内販売店、海外販売店等からの受注状況、最近の販売実績および販売見込

等の情報を基礎として、見込生産を行っています。 

  

c.販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

  

  

 

事業別セグメントの名称 
当連結会計年度 

(2018年３月31日に 
終了した１年間)  

前期比(％) 

自動車事業 

日本 4,285,844  台 ＋  4.3 

北米 1,902,304 △  7.8 

欧州 681,048 ＋  6.9 

アジア 1,601,473 △  4.4 

その他 493,464 ＋  0.3 

計 8,964,133 △  0.1 

その他の事業 住宅事業 12,731  戸 ＋ 54.0 
 

  (注) １ 「自動車事業」における生産実績は、車両 (新車) 生産台数を示しています。 

  ２ 「自動車事業」における「その他」は、中南米、オセアニア、アフリカからなります。 
 

事業別セグメントの名称 

当連結会計年度 
(2018年３月31日に 
終了した１年間)  

前期比(％) 

数量 金額(百万円) 数量 金額 

自動車事業 

車両 8,964,394 台 22,631,201 △  0.1 ＋  5.1 

海外生産用部品 ― 498,802 ― ＋  6.5 

部品 ― 2,044,104 ― ＋  4.5 

その他 ― 1,173,122 ― ＋  9.9 

計 ― 26,347,229 ― ＋  5.3 

金融事業 ――――――― ― 1,959,234 ― ＋  9.8 

その他の事業 

住宅事業 16,222 戸 547,982 ＋ 57.2 ＋ 82.2 

情報通信事業 ― 48,294 ― ＋  0.4 

その他 ― 476,771 ― ＋ 10.3 

計 ― 1,073,047 ― ＋ 37.3 

合計 ― 29,379,510 ― ＋  6.5 
 

  (注) １ 主要な相手先別の販売実績については、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であ

るため、主要な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載を省略して

います。 

  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  ３ 「自動車事業」における「車両」の数量は、車両 (新車) 販売台数を示しています。 

  ４ 金額は外部顧客への売上高を示しています。 
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前述の当連結会計年度における「自動車事業」の販売数量を、仕向先別に示すと、次のとおりです。 

  

  

  

 

事業別セグメントの名称 
当連結会計年度 

(2018年３月31日に 
終了した１年間)  

前期比(％) 

自動車事業 

日本 2,255,313  台 △  0.8 

北米 2,806,467 △  1.1 

欧州 968,077 ＋  4.7 

アジア 1,542,806 △  2.8 

その他 1,391,731 ＋  3.3 

計 8,964,394 △  0.1 
 

  (注) １ 上記仕向先別販売数量は、車両 (新車) 販売台数を示しています。 

  ２ 「自動車事業」における「その他」は、中南米、オセアニア、アフリカ、中近東ほかからなります。 
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(２) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容 

  本項においては、将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は有価証券報告書提出日 (2018年６月25日) 

  現在において判断したものです。 

  
①概観 

トヨタの事業セグメントは、自動車事業、金融事業およびその他の事業で構成されています。自動車事業は最も

重要な事業セグメントで、当連結会計年度においてトヨタの売上高合計 (セグメント間売上控除前) の88％を占め

ています。当連結会計年度における車両販売台数ベースによるトヨタの主要な市場は、日本 (25.2％) 、北米 

(31.3％) 、欧州 (10.8％) およびアジア (17.2％) となっています。 

  

a.自動車市場環境 

世界の自動車市場は、非常に競争が激しく、また予測が困難な状況にあります。さらに、自動車業界の需要

は、社会、政治および経済の状況、新車および新技術の導入ならびにお客様が自動車を購入または利用される際

に負担いただく費用といった様々な要素の影響を受けます。これらの要素により、各市場および各タイプの自動

車に対するお客様の需要は、大きく変化します。 

当連結会計年度の自動車市場は、先進国で安定的に推移し、中国で拡大した一方、一部の資源国で落ち込みが

みられました。また、温室効果ガス削減に向け、各国・各地域で規制強化や一定割合の電動車販売を義務化する

といった新たな規制導入の動きがみられました。 

  

次の表は、過去２連結会計年度における各仕向地域別の連結販売台数を示しています。 

  

           (注) 「その他」は、中南米、オセアニア、アフリカ、中近東ほかからなります。 

  

トヨタの日本における連結販売台数は、当連結会計年度は減少しましたが、全国販売店の努力により、軽自動

車を除くトヨタ・レクサスブランドの販売シェアは46.9％、軽自動車を含む販売シェア (ダイハツおよび日野ブ

ランドを含む) は44.4％と、前連結会計年度に引き続き高いレベルで推移しました。トヨタの海外における連結

販売台数は、欧州およびその他の地域で販売台数が増加したことにより、全体としては増加となりました。 

  

各市場における全車両販売台数に占めるトヨタのシェアは、製品の品質、安全性、信頼性、価格、デザイン、

性能、経済性および実用性についての他社との比較により左右されます。また、時機を得た新車の導入やモデル

チェンジの実施も、お客様のニーズを満たす重要な要因です。変化し続けるお客様の嗜好を満たす能力も、売上

および利益に大きな影響をもたらします。 

  

 

  千台 

  ３月31日に終了した１年間 

  2017年   2018年 

日本 2,274    2,255  
北米 2,837    2,806  
欧州 925    968  
アジア 1,588    1,543  
その他 1,347    1,392  
海外計 6,697   6,709

合計 8,971   8,964
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自動車事業の収益性は様々な要因により左右されます。これらには次のような要因が含まれます。 

  

  車両販売台数 

  販売された車両モデルとオプションの組み合わせ 

  部品・サービス売上 

  価格割引およびその他のインセンティブのレベルならびにマーケティング費用 

  顧客からの製品保証に関する請求およびその他の顧客満足のための修理等にかかる費用 

  研究開発費等の固定費 

  原材料価格 

  コストの管理能力 

  生産資源の効率的な利用 

  特定の仕入先への部品供給の依存による生産への影響 

  自然災害や社会インフラの障害による市場・販売・生産への影響 

  日本円およびトヨタが事業を行っている地域におけるその他通貨の為替相場の変動 

  

法律、規制、政策の変更およびその他の政府による措置も自動車事業の収益性に著しい影響を及ぼすことがあ

ります。これらの法律、規制および政策には、車両の製造コストを大幅に増加させる環境問題、車両の安全性、

燃費および排ガスに影響を及ぼすものが含まれます。 

  

多くの国の政府が、現地調達率を規定し、関税およびその他の貿易障壁を課し、あるいは自動車メーカーの事

業を制限したり本国への利益の移転を困難にするような価格管理あるいは為替管理を行っています。このような

法律、規制、政策その他の行政措置における変更は、製品の生産、ライセンス、流通もしくは販売、原価、ある

いは適用される税率に影響を及ぼすことがあります。トヨタは、トヨタ車の安全性について潜在的問題がある場

合に適宜リコール等の市場処置 (セーフティ・キャンペーンを含む) を発表しています。2009年以降、トヨタ

は、アクセルペダルがフロアマットに引っ掛かり戻らなくなる問題に関するセーフティ・キャンペーンおよびア

クセルペダルの不具合に関するリコールを発表しました。前述のリコール等の市場処置をめぐり、トヨタに対す

る申し立ておよび訴訟が提起されています。これらの申し立ておよび訴訟に関しては、連結財務諸表注記25を参

照ください。 

  

世界の自動車産業は、グローバルな競争の時期にあり、この傾向は予見可能な将来まで続く可能性がありま

す。また、トヨタが事業を展開する競争的な環境は、さらに激化する様相を呈しています。トヨタは一独立企業

として自動車産業で効率的に競争するための資源、戦略および技術を予見可能な将来において有していると考え

ています。 

  

b.金融事業 

自動車金融の市場は、大変競争が激しくなっています。自動車金融の競争激化は、利益率の減少を引き起こす

可能性があり、また、顧客がトヨタ車を購入する際にトヨタ以外の金融サービスを利用するようになる場合、マ

ーケット・シェアが低下することも考えられます。 
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トヨタの金融サービス事業は、主として、顧客および販売店に対する融資プログラムおよびリース・プログラ

ムの提供を行っています。トヨタは、顧客に対して資金を提供する能力は、顧客に対しての重要な付加価値サー

ビスであると考え、金融子会社のネットワークを各国へ展開しています。 

  

小売融資およびリースにおけるトヨタの主な競争相手には、商業銀行、消費者信用組合、その他のファイナン

ス会社が含まれます。一方、卸売融資における主な競争相手には、商業銀行および自動車メーカー系のファイナ

ンス会社が含まれます。 

  

トヨタの金融債権＜純額＞は、主に小売債権などの増加により、当連結会計年度において増加しました。ま

た、賃貸用車両及び器具＜純額＞は、主に為替換算レート変動の影響により、当連結会計年度において減少しま

した。 

  

次の表は、過去２連結会計年度におけるトヨタの金融債権およびオペレーティング・リースに関する情報で

す。 

  

  

 

  金額：百万円 

  ３月31日 

  2017年   2018年 

金融債権    

  小売債権 11,453,352  11,995,174

  ファイナンス・リース 1,265,882  1,460,600

  卸売債権およびその他のディーラー貸付金 3,281,142  3,281,427

  16,000,376  16,737,201

  繰延融資初期費用 172,298  181,764

  未稼得収益 △    804,591  △    919,967

  金融損失引当金    

    小売債権 △    104,354  △    103,457

    ファイナンス・リース △     23,962  △     28,817

    卸売債権およびその他のディーラー貸付金 △     30,896  △     36,800

  △    159,212  △    169,074

      金融債権＜純額＞合計 15,208,871  15,829,924

  控除：一年以内に期限の到来する債権 △  6,196,649  △  6,348,306

      長期金融債権＜純額＞ 9,012,222  9,481,618

オペレーティング・リース 

(賃貸用車両及び器具) 
    

  車両 6,105,527  6,124,699

  器具 13,096  13,373

  控除：繰延利益等 △    152,044  △    203,679

  5,966,579  5,934,393

  控除：減価償却累計額 △  1,263,774  △  1,352,840

  控除：金融損失引当金 △     18,889  △     15,013

      賃貸用車両及び器具＜純額＞ 4,683,916  4,566,540
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トヨタの金融債権は、回収可能性リスクを負っています。これは顧客もしくは販売店の支払不能や、担保価値

(売却費用控除後) が債権の帳簿価額を下回った場合に発生する可能性があります。詳細については、「⑪重要な

会計上の見積り b.貸倒引当金および金融損失引当金」および連結財務諸表注記11を参照ください。 

  

トヨタは、車両リースを継続的に提供してきました。当該リース事業によりトヨタは残存価額のリスクを負っ

ています。これは車両リース契約の借手が、リース終了時に車両を購入するオプションを行使しない場合に発生

する可能性があります。詳細については、「⑪重要な会計上の見積り c.オペレーティング・リースに対する投

資」および連結財務諸表注記３ (11) 残価損失引当金を参照ください。 

  

トヨタは、主に固定金利借入債務を機能通貨建ての変動金利借入債務へ転換するために、金利スワップおよび

金利通貨スワップ契約を結んでいます。特定のデリバティブ金融商品は、経済的企業行動の見地からは金利リス

クをヘッジするために契約されていますが、トヨタの連結貸借対照表における特定の資産および負債をヘッジす

るものとしては指定されていないため、それらの指定されなかったデリバティブから生じる未実現評価損益は、

その期間の損益として計上されます。詳細については、「⑪重要な会計上の見積り f.公正価値計上のデリバティ

ブ等の契約」ならびに連結財務諸表注記22および28を参照ください。 

  

資金調達コストの変動は、金融事業の収益性に影響を及ぼす可能性があります。資金調達コストは、数多くの

要因の影響を受けますが、その中にはトヨタがコントロールできないものもあります。これには、全般的な景

気、金利およびトヨタの財務力などが含まれます。当連結会計年度の資金調達コストは主に市場金利の上昇によ

り増加しました。 

  

トヨタは、2001年４月に日本でクレジットカード事業を立上げました。カード会員数は、2018年３月31日現在

15.3百万人と、2017年３月31日から0.4百万人の増加となりました。カード債権は2018年３月31日現在4,327億円

と、2017年３月31日から231億円の増加となりました。 

  

c.その他の事業 

トヨタのその他の事業には、プレハブ等住宅の製造・販売を手掛ける住宅事業、情報通信事業・ＩＴＳ 

(Intelligent Transport Systems : 高度道路交通システム) 関連事業・ガズー事業等の情報技術関連事業等が含

まれます。 

  

トヨタは、その他の事業は連結業績に大きな影響を及ぼすものではないと考えています。 
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d.為替の変動 

トヨタは、為替変動による影響を受けやすいといえます。トヨタは日本円の他に主に米ドルおよびユーロの価

格変動の影響を受けており、また、米ドルやユーロに加え、豪ドル、ロシア・ルーブル、加ドルおよび英国ポン

ドなどについても影響を受けることがあります。日本円で表示されたトヨタの連結財務諸表は、換算リスクおよ

び取引リスクによる為替変動の影響を受けています。 

  

換算リスクとは、特定期間もしくは特定日の財務諸表が、事業を展開する国々の通貨の日本円に対する為替の

変動による影響を受けるリスクです。たとえ日本円に対する通貨の変動が大きく、前連結会計年度との比較にお

いて、また地域ごとの比較においてかなりの影響を及ぼすとしても、換算リスクは報告上の考慮事項に過ぎず、

その基礎となる業績を左右するものではありません。トヨタは換算リスクに対してヘッジを行っていません。 

  

取引リスクとは、収益と費用および資産と負債の通貨が異なることによるリスクです。取引リスクは主にトヨ

タの日本製車両の海外売上に関係しています。 

  

トヨタは、生産施設が世界中に所在しているため、取引リスクは大幅に軽減されていると考えています。グロ

ーバル化戦略の一環として、車両販売を行う主要市場において生産施設を建設することにより、生産を現地化し

てきました。2016年 (暦年) および2017年 (暦年) において、トヨタの海外における車両販売台数のそれぞれ

76.5％および75.9％が海外で生産されています。北米では2016年 (暦年) および2017年 (暦年) の車両販売台数

のそれぞれ75.9％および71.1％が現地で生産されています。欧州では2016年 (暦年) および2017年 (暦年) の車

両販売台数のそれぞれ75.2％および81.5％が現地で生産されています。生産の現地化により、トヨタは生産過程

に使用される供給品および原材料の多くを現地調達することができ、現地での収益と費用の通貨のマッチングを

はかることが可能です。 

  

トヨタは、取引リスクの一部に対処するために為替の取引およびヘッジを行っています。これにより為替変動

による影響は軽減されますが、すべて排除されるまでには至っておらず、年によってその影響が大きい場合もあ

り得ます。為替変動リスクをヘッジするためにトヨタで利用されるデリバティブ金融商品に関する追加的な情報

については、連結財務諸表注記22および28を参照ください。 

  

一般的に、円安は売上高、営業利益および当社株主に帰属する当期純利益に好影響を及ぼし、円高は悪影響を

及ぼします。日本円の米ドルに対する期中平均相場は、前連結会計年度に比べて円安に推移しました。また、日

本円の米ドルに対する決算日の為替相場は、前連結会計年度末に比べて円高となりました。日本円のユーロに対

する期中平均および決算日の為替相場は、前連結会計年度に比べて円安に推移しました。 
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e.セグメンテーション 

トヨタの最も重要な事業セグメントは、自動車事業セグメントです。トヨタは、世界の自動車市場においてグ

ローバル・コンペティターとして自動車事業を展開しています。マネジメントは世界全体の自動車事業を一つの

事業セグメントとして資源の配分やその実績の評価を行っており、自動車事業セグメント内で資源を配分するた

めに、販売台数、生産台数、マーケット・シェア、車両モデルの計画および工場のコストといった財務およびそ

れ以外に関するデータの評価を行っています。トヨタは国内・海外または部品等のような自動車事業の一分野を

個別のセグメントとして管理していません。 

  

②地域別内訳 

次の表は、過去２連結会計年度のトヨタの地域別外部顧客向け売上高を示しており、当社または連結子会社の所

在国の位置を基礎として集計しています。 

  

           (注) 「その他」 は、中南米、オセアニア、アフリカ、中近東からなります。 

  

 

  金額：百万円 

  ３月31日に終了した１年間 

  2017年   2018年 

日本 8,798,903     9,273,672   

北米 10,033,419     10,347,266   

欧州 2,517,601     2,940,243   

アジア 4,279,617     4,497,374   

その他 1,967,653     2,320,955   
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③業績―当連結会計年度と前連結会計年度の比較 

  

          (注) 「その他」は、中南米、オセアニア、アフリカ、中近東からなります。 

  

a.売上高 

当連結会計年度の売上高は29兆3,795億円と、前連結会計年度に比べて１兆7,823億円 (6.5％) の増収となりま

した。この増収は、主に為替換算レート変動の影響7,700億円や、車両販売台数および販売構成の変化による影響

6,700億円によるものです。 

  

 

    金額：百万円 

    ３月31日に終了した１年間   増減および増減率 

    2017年   2018年   増減   増減率 

売上高           
  日本   14,830,868  16,024,844  1,193,976  8.1％

  北米   10,239,091  10,574,410  335,319  3.3％

  欧州   2,681,039  3,185,224  504,185  18.8％

  アジア   4,819,821  5,148,139  328,318  6.8％

  その他   2,161,074  2,453,299  292,225  13.5％

  消去又は全社   △  7,134,700  △  8,006,406  △    871,706  ―

    計   27,597,193  29,379,510  1,782,317  6.5％

営業利益・損失(△)           
  日本        1,202,245  1,659,918  457,673  38.1％

  北米   311,194  138,899  △    172,295  △ 55.4％

  欧州   △     12,244  75,026  87,270  ―

  アジア   435,179  433,199  △      1,980  △  0.5％

  その他   58,694  112,663  53,969  91.9％

  消去又は全社   △        696  △     19,843  △     19,147  ―

    計   1,994,372 2,399,862 405,490  20.3％

営業利益率   7.2％  8.2％  1.0％   
税金等調整前 
当期純利益 

  2,193,825 2,620,429 426,604  19.4％

税金等調整前 
当期純利益率 

  7.9％ 8.9％ 1.0％   
持分法投資損益   362,060 470,083 108,023  29.8％

当社株主に帰属する 
当期純利益 

  1,831,109 2,493,983 662,874  36.2％

当社株主に帰属する 
当期純利益率 

  6.6％ 8.5％ 1.9％   
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        トヨタの事業別外部顧客向け売上高の商品別内訳は次のとおりです。 

  

  

売上高は自動車事業およびその他の事業の合計である商品・製品売上高ならびに金融収益で構成されており、

当連結会計年度の商品・製品売上高は27兆4,202億円と、前連結会計年度に比べて6.2％の増収となり、金融収益

は１兆9,592億円と、前連結会計年度に比べて9.8％の増収となりました。商品・製品売上高の増収は、主に為替

換算レート変動の影響や、車両販売台数および販売構成の変化による影響によるものです。前連結会計年度末お

よび当連結会計年度末の各地域における融資件数 (残高) の状況は次のとおりです。 

  

・金融事業における融資件数残高 

  

  (注)  「その他」は、中南米、オセアニア、アフリカからなります。 

  

 

    金額：百万円 

    ３月31日に終了した１年間   増減および増減率 

    2017年   2018年   増減   増減率 

車両   21,540,563 22,631,201 1,090,638  5.1％

海外生産用部品   468,214 498,802 30,588  6.5％

部品   1,955,781 2,044,104 88,323  4.5％

その他   1,067,671  1,173,122  105,451  9.9％

  自動車事業計   25,032,229  26,347,229  1,315,000  5.3％

その他の事業   781,267 1,073,047 291,780  37.3％

商品・製品売上高   25,813,496  27,420,276  1,606,780  6.2％

金融事業   1,783,697 1,959,234 175,537  9.8％

  合計   27,597,193 29,379,510  1,782,317  6.5％
 

    千件 

    ３月31日   増減および増減率 

    2017年   2018年   増減   増減率 

日本   1,977 2,103 126  6.4％

北米   5,394  5,465  71  1.3％

欧州   1,019  1,112  93  9.1％

アジア   1,575  1,672  97  6.2％

その他   786  846  60  7.6％

  合計   10,751  11,198  447  4.2％
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当連結会計年度の売上高 (セグメント間売上控除前) は前連結会計年度に比べて、日本では8.1％、北米では

3.3％、欧州では18.8％、アジアでは6.8％、その他の地域では13.5％の増収となりました。日本円に換算する際

の為替の影響7,700億円を除いた場合、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べて、日本では8.1％、北

米では0.7％、欧州では8.0％、アジアでは2.5％、その他の地域では10.4％の増収であったと考えられます。 

各地域における売上高 (セグメント間売上控除前) の状況は次のとおりです。 

  

・日本 

  

日本においては、輸出台数を含むトヨタの販売台数は前連結会計年度に比べて137千台増加し、増収となりまし

た。前連結会計年度および当連結会計年度における輸出台数はそれぞれ1,726千台および1,882千台となりまし

た。 

  

・北米 

  

北米においては、トヨタの販売台数は前連結会計年度に比べて31千台減少したものの、主に日本円に換算する

際の為替の影響により、増収となりました。 

  

 

    千台 

    ３月31日に終了した１年間 増減および増減率 

    2017年 2018年   増減   増減率 

連結販売台数   4,000  4,137  137  3.4％

(日本は輸出台数を含む)            
    金額：百万円 

    ３月31日に終了した１年間   増減および増減率 

    2017年   2018年   増減   増減率 

売上高             
  商品・製品売上高   14,705,518  15,893,465  1,187,947  8.1％

  金融収益   125,350  131,379  6,029  4.8％

    売上高計   14,830,868  16,024,844  1,193,976  8.1％
 

    千台 

    ３月31日に終了した１年間   増減および増減率 

    2017年   2018年   増減   増減率 

連結販売台数   2,837 2,806 △         31  △  1.1％

              
    金額：百万円 

    ３月31日に終了した１年間   増減および増減率 

    2017年   2018年   増減   増減率 

売上高         
  商品・製品売上高   8,951,333 9,173,277 221,944  2.5％

  金融収益   1,287,758  1,401,133  113,375  8.8％

    売上高計   10,239,091 10,574,410 335,319  3.3％
 

─ 32 ─



・欧州 

  

欧州においては、主に日本円に換算する際の為替の影響や、「Ｃ－ＨＲ」やハイブリッド車などの販売が好調

であったため、トヨタの販売台数が前連結会計年度に比べて43千台増加したことにより、増収となりました。 

  

・アジア 

  

アジアにおいては、トヨタの販売台数は前連結会計年度に比べて45千台減少したものの、主に日本円に換算す

る際の為替の影響により、増収となりました。 

  

 

    千台 

    ３月31日に終了した１年間   増減および増減率 

    2017年 2018年 増減   増減率 

連結販売台数   925  968  43  4.7％

              
    金額：百万円 

    ３月31日に終了した１年間 増減および増減率 

    2017年 2018年 増減   増減率 

売上高                 
  商品・製品売上高   2,588,968  3,074,396  485,428  18.7％

  金融収益   92,071 110,828 18,757  20.4％

    売上高計   2,681,039 3,185,224 504,185  18.8％
 

    千台 

    ３月31日に終了した１年間   増減および増減率 

    2017年   2018年 増減   増減率 

連結販売台数   1,588  1,543   △        45  △  2.8％

           
    金額：百万円 

    ３月31日に終了した１年間   増減および増減率 

    2017年 2018年 増減   増減率 

売上高             
  商品・製品売上高   4,689,774 4,996,339 306,565  6.5％

  金融収益   130,047 151,800 21,753  16.7％

    売上高計   4,819,821 5,148,139 328,318  6.8％
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・その他の地域 

  

その他の地域においては、中南米で「ハイラックス」や「エティオス」などの販売が好調であったため、トヨ

タの販売台数は前連結会計年度に比べて45千台増加し、増収となりました。 

  

b.営業費用 

  

  

 

    千台 

    ３月31日に終了した１年間   増減および増減率 

    2017年 2018年 増減   増減率 

連結販売台数   1,347  1,392  45  3.3％

              
    金額：百万円 

    ３月31日に終了した１年間 増減および増減率 

    2017年 2018年   増減   増減率 

売上高                 
  商品・製品売上高   1,996,087  2,270,150  274,063  13.7％

  金融収益   164,987  183,149  18,162  11.0％

    売上高計   2,161,074  2,453,299  292,225  13.5％
 

    金額：百万円 

    ３月31日に終了した１年間 増減および増減率 

    2017年 2018年 増減   増減率 

営業費用             
  売上原価   21,543,035  22,600,474 1,057,439 4.9％

  金融費用   1,191,301  1,288,679 97,378 8.2％

  販売費及び一般管理費   2,868,485 3,090,495 222,010 7.7％

    営業費用合計   25,602,821 26,979,648 1,376,827 5.4％
 

  金額：百万円 

  
営業費用の 

対前期比増減 

車両販売台数および販売構成の変化による影響 600,000

為替換算レート変動の影響 505,000

金融費用の増加 61,300

原価改善の努力 △    165,000

諸経費の減少ほか △     60,000

その他 435,527

  合計 1,376,827
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当連結会計年度における営業費用は26兆9,796億円と、前連結会計年度に比べて１兆3,768億円 (5.4％) の増加

となりました。この増加は、車両販売台数および販売構成の変化による影響6,000億円、為替換算レート変動の影

響5,050億円、金融費用の増加 (為替換算レート変動の影響を除く) 613億円ならびにその他4,355億円によるもの

ですが、原価改善の努力1,650億円および諸経費の減少ほか600億円により一部相殺されています。 

  

上記の諸経費の減少ほかは、主に品質関連費用3,000億円の減少によるものですが、労務費750億円、減価償却

費500億円および経費ほか900億円の増加などにより一部相殺されています。また、上記のその他は、主に連結子

会社の増減の影響によるものです。 

  

品質関連費用の減少は、主に当連結会計年度にリコール等の市場処置の実払いが減少したことに伴い債務の見

積り計上額が減少したことによるものです。詳細については、連結財務諸表注記14を参照ください。 

  

・原価改善の努力 

当連結会計年度は、仕入先と一体となった原価改善活動に引き続き精力的に取り組んだ結果、ＶＥ (Value 

Engineering) 活動を中心とした設計面での原価改善など1,200億円および工場・物流部門などにおける原価改善

450億円により営業費用を1,650億円減少することができました。 

原価改善の努力は、継続的に実施されているＶＥ・ＶＡ (Value Analysis) 活動、部品の種類の絞込みにつな

がる部品共通化、ならびに車両生産コストの低減を目的としたその他の製造活動に関連しています。なお、原価

改善の努力には、鉄鋼、貴金属、非鉄金属 (アルミ等) 、樹脂関連部品などの資材・部品価格の変動による影響

が含まれています。 

  

・売上原価 

当連結会計年度における売上原価は22兆6,004億円と、前連結会計年度に比べて１兆574億円 (4.9％) の増加と

なりました。この増加は、主に車両販売台数および販売構成の変化による影響、為替換算レート変動の影響、連

結子会社の増減の影響ならびに減価償却費および労務費の増加によるものですが、品質関連費用の減少および原

価改善の努力により一部相殺されています。 

  

・金融費用 

当連結会計年度における金融費用は１兆2,886億円と、前連結会計年度に比べて973億円 (8.2％) の増加となり

ました。この増加は、主に為替換算レート変動の影響によるものです。 

  

・販売費及び一般管理費 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は３兆904億円と、前連結会計年度に比べて2,220億円 (7.7％) の増加

となりました。この増加は、主に車両販売台数および販売構成の変化による影響、為替換算レート変動の影響な

らびに連結子会社の増減の影響によるものです。 
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c.営業利益 

  

当連結会計年度における営業利益は２兆3,998億円と、前連結会計年度に比べて4,054億円 (20.3％) の増益と

なりました。この増益は、主に為替変動の影響2,650億円、原価改善の努力1,650億円および諸経費の減少ほか600

億円によるものですが、販売面での影響1,000億円により一部相殺されています。諸経費の減少ほかは、主に品質

関連費用3,000億円の減少によるものですが、労務費750億円、減価償却費500億円および経費ほか900億円の増加

などにより一部相殺されています。 

  

なお、営業面の努力および販売面での影響は、車両販売台数および販売構成の変化ならびに販売諸費用などを

含んでいます。その他は、金利スワップ取引などの時価評価による評価損益などを含んでいます。 

  
また、前連結会計年度より、為替変動の影響に、海外子会社の営業利益換算差や外貨建引当の期末換算差等を

含めています。当連結会計年度の為替変動の影響には、増益要因として海外子会社の営業利益換算差250億円 (北

米50億円、アジア200億円) や外貨建引当の期末換算差等250億円が含まれています。  

  
当連結会計年度における営業利益 (セグメント間利益控除前) は前連結会計年度に比べて、日本では4,576億円

(38.1％) 、欧州では872億円、その他の地域では539億円 (91.9％) の増益となり、北米では1,722億円

(55.4％) 、アジアでは19億円 (0.5％) の減益となりました。 

各地域における営業利益の状況は次のとおりです。 

  

・日本 

  

 

  金額：百万円 

  
営業利益の 
対前期比増減 

為替変動の影響 265,000

原価改善の努力 165,000

諸経費の減少ほか 60,000

販売面での影響 △ 100,000

その他 15,490

  合計 405,490
 

  金額：百万円 

  
営業利益の 
対前期比増減 

為替変動の影響 260,000

原価改善の努力 140,000

諸経費の増加ほか △  35,000

営業面の努力 85,000

その他 7,673

  合計 457,673
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・北米 

  

・欧州 

  

・アジア 

  

・その他 

  

 

  金額：百万円 

  
営業利益の 
対前期比増減 

為替変動の影響 20,000

諸経費の減少ほか 30,000

販売面での影響 △ 245,000

その他 22,705

  合計 △ 172,295
 

  金額：百万円 

  
営業利益の 
対前期比増減 

為替変動の影響 △   5,000

原価改善の努力 20,000

諸経費の減少ほか 85,000

販売面での影響 △   5,000

その他 △   7,730

  合計 87,270
 

  金額：百万円 

  
営業利益の 
対前期比増減 

為替変動の影響 △  25,000

原価改善の努力 15,000

営業面の努力 15,000

その他 △   6,980

  合計 △   1,980
 

  金額：百万円 

  
営業利益の 
対前期比増減 

為替変動の影響 15,000

原価改善の努力 △  10,000

営業面の努力 50,000

その他 △   1,031

  合計 53,969
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d.その他の収益・費用 

当連結会計年度における受取利息及び受取配当金は1,795億円と、前連結会計年度に比べて205億円 (12.9％) 

の増加となりました。 

  

当連結会計年度における支払利息は275億円と、前連結会計年度に比べて17億円 (6.0％) の減少となりまし

た。 

  

当連結会計年度における為替差益＜純額＞は226億円と、前連結会計年度に比べて109億円 (32.5％) の減益と

なりました。為替差損益は、外国通貨建て取引によって生じた外貨建ての資産および負債を、取引時の為替相場

で換算した価額と、先物為替契約を利用して行う決済を含め、同会計年度における決済金額または決算時の為替

相場で換算した価額との差額を示すものです。為替差益＜純額＞の減益109億円は、主に当連結会計年度の外貨建

て売掛債権において取引時の為替相場に比べて決済時の為替相場が円高に推移したことにより、為替差損を計上

したことによるものです。 

  

当連結会計年度におけるその他＜純額＞は459億円と、前連結会計年度に比べて97億円 (26.9％) の増益となり

ました。 

  

e.法人税等 

当連結会計年度における法人税等は5,044億円と、主に米国税制改正に伴う繰延税金資産および負債の取り崩し

などの影響により、前連結会計年度に比べて1,244億円 (19.8％) の減少となり、当連結会計年度における実効税

率は19.2％となりました。 

  

f.非支配持分帰属損益および持分法投資損益 

当連結会計年度における非支配持分帰属損益は921億円と、前連結会計年度に比べて37億円 (3.9％) の減益と

なりました。この減益は、主に連結子会社の株主に帰属する当期純利益の減益によるものです。 

  

当連結会計年度における持分法投資損益は4,700億円と、前連結会計年度に比べて1,080億円 (29.8％) の増益

となりました。この増益は、主に持分法適用関連会社の株主に帰属する当期純利益の増益によるものです。 

  

g.当社株主に帰属する当期純利益 

当連結会計年度の当社株主に帰属する当期純利益は２兆4,939億円と、前連結会計年度に比べて6,628億円

(36.2％) の増益となりました。 

なお、当連結会計年度における当社普通株主に帰属する当期純利益は、当社株主に帰属する当期純利益よりＡ

Ａ型種類株式への配当金など122億円を控除した２兆4,816億円です。 

  

h.その他の包括利益・損失 

当連結会計年度におけるその他の包括損益は2,052億円の損失と、前連結会計年度に比べて2,353億円利益が減

少しました。これは、主にドルに対する為替レートが円高に進んだことにより、外貨換算調整額が前連結会計年

度の524億円の損失に対し、当連結会計年度は1,189億円の損失になったこと、および主に株価が変動したことに

より、未実現有価証券評価損益が前連結会計年度の80億円の損失に対し、当連結会計年度は965億円の損失になっ

たこと、ならびに主に年金資産の時価が変動したことにより、年金債務調整額が前連結会計年度の928億円の利益

に対し、当連結会計年度は217億円の利益となったことによるものです。 
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i.事業別セグメントの状況 

以下は、トヨタの事業別セグメントの状況に関する説明です。記載された数値は、セグメント間売上控除前で

す。 

  

・自動車事業セグメント 

自動車事業の売上高は、トヨタの売上高のうち最も高い割合を占めます。当連結会計年度における自動車事業

セグメントの売上高は26兆3,979億円と、前連結会計年度に比べて１兆3,160億円 (5.2％) の増収となりました。

この増収は、主に為替換算レート変動の影響7,100億円ならびに車両販売台数および販売構成の変化による影響

6,700億円によるものです。 

  

当連結会計年度における自動車事業セグメントの営業利益は２兆111億円と、前連結会計年度に比べて3,181億

円 (18.8％) の増益となりました。この営業利益の増益は、主に為替変動の影響2,650億円、原価改善の努力

1,650億円および諸経費の減少ほか600億円によるものですが、販売面での影響1,500億円などにより一部相殺され

ています。 

諸経費の減少ほかは、主に品質関連費用3,000億円の減少によるものですが、労務費750億円、減価償却費500億

円および経費ほか900億円の増加などにより一部相殺されています。販売面での影響は、北米の販売報奨金が大き

く増加したことなどによるものです。 

  

・金融事業セグメント 

当連結会計年度における金融事業セグメントの売上高は２兆170億円と、前連結会計年度に比べて1,934億円

(10.6％) の増収となりました。この増収は、主に為替換算レート変動の影響600億円によるものです。 

当連結会計年度における金融事業セグメントの営業利益は2,855億円と、前連結会計年度に比べて631億円

(28.4％) の増益となりました。この営業利益の増益は、主に販売金融子会社において、融資残高の増加ならびに

貸倒関連費用および残価損失関連費用が減少したことによるものです。 

  

・その他の事業セグメント 

当連結会計年度におけるその他の事業セグメントの売上高は１兆6,461億円と、前連結会計年度に比べて3,250

億円 (24.6％) の増収となりました。 

当連結会計年度におけるその他の事業セグメントの営業利益は1,008億円と、前連結会計年度に比べて194億円

(24.0％) の増益となりました。 

  

 

        金額：百万円 

        ３月31日に終了した１年間 増減および増減率 

        2017年 2018年 増減   増減率 

自動車   
売上高   25,081,847  26,397,940  1,316,093  5.2％

営業利益   1,692,973  2,011,135  318,162  18.8％

金融   
売上高   1,823,600  2,017,008  193,408  10.6％

営業利益   222,428  285,546  63,118  28.4％

その他   
売上高   1,321,052  1,646,118  325,066  24.6％

営業利益   81,327  100,812  19,485  24.0％

消去又は全社   
売上高   △    629,306  △    681,556  △     52,250  ―

営業利益   △      2,356  2,369  4,725  ―
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④流動性と資金の源泉 

トヨタは従来、設備投資および研究開発活動のための資金を、主に営業活動から得た現金により調達してきまし

た。 

  

2019年３月31日に終了する連結会計年度については、トヨタは設備投資および研究開発活動のための十分な資金

を、主に手元の現金及び現金同等物、営業活動から得た現金により調達する予定です。トヨタはこれらの資金を主

に環境分野および設備の維持更新・新製品導入のための投資に使用する予定です。2017年４月１日から2018年３月

31日までに行われた重要な設備投資および処分に関する情報ならびに現在進行中の重要な設備投資および処分に関

する情報は、「第３  設備の状況」を参照ください。 

  

顧客や販売店に対する融資プログラムおよびリース・プログラムで必要となる資金について、トヨタは営業活動

から得た現金と販売金融子会社の借入債務によりまかなっています。トヨタは、金融子会社のネットワークを拡大

することにより、世界中の現地市場で資金を調達する能力を向上させるよう努めています。 

  

当連結会計年度における営業活動から得た現金＜純額＞は、前連結会計年度の３兆4,142億円に対し、４兆2,100

億円となり、7,957億円増加しました。 

  

この増加は、主に営業利益が4,054億円増加したことによるものです。また、営業利益は、未収・未払いを含めて

記帳されるため、営業活動によってもたらされる、もしくは使用される現金の動きとは異なります。営業利益以外

に、営業活動から得た現金＜純額＞が増加した主な要因は、未払法人税等が、税金等調整前当期純利益の増益によ

り3,597億円増加したことによるものです。 

  

当連結会計年度における投資活動に使用した現金＜純額＞は、前連結会計年度の２兆9,699億円に対し、３兆

6,600億円となり、6,901億円増加しました。この増加は、主に投資及びその他の資産が3,742億円増加したことや金

融債権が3,034億円増加したことによるものです。 
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当連結会計年度における財務活動に使用した現金＜純額＞は、前連結会計年度の3,751億円に対し、4,491億円と

なり、739億円増加しました。この増加は、主に長期借入債務の返済が6,067億円増加したことによるものですが、

自己株式の取得及び処分による支出額が2,561億円減少したことや長期借入債務による資金調達が1,904億円増加し

たことなどにより一部相殺されています。 

  
当連結会計年度における賃貸資産を除く資本的支出は、前連結会計年度の１兆2,238億円から5.5％増加し、１兆

2,911億円となりました。この増加は、主に日本における設備投資の増加によるものです。 

  
当連結会計年度における賃貸資産に対する資本的支出は、前連結会計年度の２兆3,175億円から0.4％減少し、２

兆3,075億円となりました。この減少は、主に金融事業における投資の減少によるものです。 

  
2019年３月31日に終了する連結会計年度において、賃貸資産を除く設備投資額は約１兆3,700億円となる予定で

す。 

  
現金及び現金同等物は、2018年３月31日現在で３兆522億円でした。現金及び現金同等物の大部分は円建てまたは

米ドル建てです。また、2018年３月31日現在における定期預金は9,012億円、有価証券は１兆7,683億円でした。 

  
トヨタは、現金及び現金同等物、定期預金、市場性ある負債証券および信託ファンドへの投資を総資金量と定義

しており、当連結会計年度において総資金量は、538億円 (0.5％) 増加し、10兆8,034億円となりました。 

  
当連結会計年度における受取手形及び売掛金＜貸倒引当金控除後＞は、1,036億円 (4.9％) 増加し、２兆2,195億

円となりました。これは主に、第４四半期の売上増加の影響によるものです。 

  
当連結会計年度におけるたな卸資産は、1,511億円 (6.3％) 増加し、２兆5,397億円となりました。これは主に、

海外子会社における車両在庫増加の影響によるものです。 

  
当連結会計年度における金融債権＜純額＞合計は、15兆8,299億円と、6,210億円 (4.1％) 増加しました。これは

主に、金融事業における融資残高の増加によるものです。2018年３月31日現在における金融債権の地域別内訳は、

北米55.7％、アジア12.3％、欧州12.1％、日本8.2％、その他の地域11.7％でした。 

  
当連結会計年度における有価証券及びその他の投資有価証券 (流動資産計上のものを含む) は、2,661億円

(2.8％) 増加しました。これは主に、有価証券及び投資有価証券の購入によるものです。 

  
当連結会計年度における有形固定資産は、705億円 (0.7％) 増加しました。これは主に、設備投資によるもので

す。 

  
当連結会計年度における支払手形及び買掛金は、202億円 (0.8％) 増加しました。これは主に、資材・部品価格

の変動の影響によるものです。 

  
当連結会計年度における未払費用は、335億円 (1.1％) 減少しました。これは主に、為替換算レート変動の影響

によるものです。 
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当連結会計年度における未払法人税等は、2,387億円 (106.8％) 増加しました。これは主に、税金等調整前当期

純利益の増益によるものです。 

  

当連結会計年度における借入債務合計は、1,918億円 (1.0％) 増加しました。トヨタの短期借入債務は、加重平

均利率2.14％の借入金と、加重平均利率1.65％のコマーシャル・ペーパーにより構成されています。当連結会計年

度における短期借入債務は、前連結会計年度に比べて2,012億円 (4.1％) 増加し、５兆1,549億円となりました。ト

ヨタの長期借入債務は、加重平均利率が0.94％から7.90％、返済期限が2018年から2046年の無担保の借入金、担保

付きの借入金、ミディアム・ターム・ノート、無担保普通社債、担保付普通社債などにより構成されています。当

連結会計年度の１年以内に返済予定の長期借入債務は1,041億円 (2.4％) 減少し、４兆1,862億円となり、返済期限

が１年超の長期借入債務は947億円 (1.0％) 増加し、10兆63億円となりました。借入債務合計の増加は、主に融資

残高の伸びに伴う資金需要の高まりによるものです。2018年３月31日現在で、長期借入債務の約48％は米ドル建

て、約11％は円建て、約10％はユーロ建て、約９％は豪ドル建て、約６％は加ドル建て、約16％はその他の通貨に

よるものです。トヨタは、金利スワップを利用することにより固定金利のエクスポージャーをヘッジしています。

トヨタの借入必要額に重要な季節的変動はありません。 

  

2017年３月31日現在におけるトヨタの株主資本に対する有利子負債比率は、109.4％でしたが、2018年３月31日現

在では103.3％となりました。 

  

トヨタの短期および長期借入債務は、2018年５月31日現在、スタンダード・アンド・プアーズ (S&P) 、ムーディ

ーズ (Moody's) および格付投資情報センター (R&I) により、次のとおり格付けされています。なお、信用格付け

は株式の購入、売却もしくは保有を推奨するものではなく、何時においても撤回もしくは修正され得ます。各格付

けはその他の格付けとは個別に評価されるべきです。 

  

  

当連結会計年度における未積立年金債務は、国内および海外で、それぞれ4,064億円および2,824億円と、前連結

会計年度に比べて、国内は401億円 (9.0％) 減少し、海外は147億円 (5.5％) の増加となりました。未積立額は、

トヨタによる将来の現金拠出または対象従業員に対するそれぞれの退職日における支払いにより解消されます。国

内においては、主に株価の上昇に伴う年金資産の増加により、未積立年金債務は減少しました。詳細については、

連結財務諸表注記21を参照ください。 

  

トヨタの財務方針は、すべてのエクスポージャーの管理体制を維持し、相手先に対する厳格な信用基準を厳守

し、市場のエクスポージャーを積極的にモニターすることです。トヨタは、トヨタファイナンシャルサービス㈱に

金融ビジネスを集中させ、同社を通じて金融ビジネスのグローバルな効率化を目指しています。 

  

財務戦略の主要な要素は、短期的な収益の変動に左右されず効率的に研究開発活動、設備投資および金融事業に

投資できるような、安定した財務基盤を維持することです。トヨタは、現在必要とされる資金水準を十分満たす流

動性を保持していると考えており、また、高い信用格付けを維持することにより、引き続き多額の資金を比較的安

いコストで外部から調達することができると考えています。高い格付けを維持する能力は、数多くの要因に左右さ

れ、その中にはトヨタがコントロールできないものも含まれています。これらの要因には、日本およびトヨタが事

業を行うその他の主要な市場の全体的な景気ならびにトヨタの事業戦略を成功させることができるかなどが含まれ

ています。 

  

 

    S&P   Moody's   R&I 

短期借入債務   A-1+   P-1   ― 

長期借入債務   AA-   Aa3   AA+ 
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⑤オフバランス化される取引 

トヨタは金融事業のための資金調達の一つの方法として特別目的事業体を通じた証券化プログラムを利用してい

ます。これらの証券化取引は、トヨタが第一受益者であるものとして連結しており、当連結会計年度におけるオフ

バランス化される取引に重要なものはありません。 

  

⑥貸出コミットメント 

a.クレジットカード会員に対する貸出コミットメント 

トヨタは金融事業の一環としてクレジットカードを発行しています。トヨタは、クレジットカード事業の慣習

に従い、カード会員に対する貸付の制度を有しています。貸出はお客様ごとに信用状態の調査を実施した結果設

定した限度額の範囲内で、お客様の要求により実行されます。カード会員に対する貸付金には保証は付されませ

んが、貸倒損失の発生を最小にするため、また適切な貸出限度額を設定するために、トヨタは、提携関係にある

金融機関からの財務情報の分析を含むリスク管理方針により与信管理を実施するとともに、定期的に貸出限度額

の見直しを行っています。2018年３月31日現在のカード会員に対する貸出未実行残高は2,027億円です。 

  

b.販売店に対する貸出コミットメント 

トヨタは金融事業の一環として販売店に対する融資の制度を有しています。貸付は買収、設備の改装、不動産

の購入、運転資金の確保のために行われます。これらの貸付金については、通常担保権が設定されており、販売

店の不動産、車両在庫、その他販売店の資産等、場合に応じて適切と考えられる物件に対して設定しています。

さらに慎重な対応が必要な場合には販売店が指名した個人による保証または販売店グループが指名した法人によ

る保証を付しています。貸付金は通常担保または保証が付されていますが、担保または保証の価値がトヨタのエ

クスポージャーを十分に補うことができていない可能性があります。トヨタは融資制度契約を締結することによ

って生じるリスクに従って融資制度を評価しています。トヨタの金融事業は、販売店グループと呼ばれる複数の

フランチャイズ系列に対しても融資を行っており、しばしば貸出組合に参加することでも融資を行っています。

こうした融資は、融資先の卸売車両の購入、買収、設備の改装、不動産の購入、運転資金の確保等を目的とする

ものです。2018年３月31日現在の販売店に対する貸出未実行残高は２兆4,865億円です。 

  

⑦保証 

トヨタは、トヨタの製品販売にあたり、販売店と顧客が締結した割賦契約について、販売店の要請に応じ顧客の

割賦債務の支払いに関し保証を行っています。保証期間は2018年３月31日現在において１ヶ月から35年に渡ってお

り、これは割賦債務の弁済期間と一致するよう設定されていますが、一般的に、製品の利用可能期間よりも短い期

間となっています。顧客が必要な支払いを行わない場合には、トヨタに保証債務を履行する責任が発生します。 

将来の潜在的保証支払額は、2018年３月31日現在、最大で２兆8,307億円です。トヨタは、保証債務の履行による

損失の発生に備え未払費用を計上しており、2018年３月31日現在の残高は、69億円です。保証債務を履行した場

合、トヨタは、保証の対象となった主たる債務を負っている顧客から保証支払額を回収する権利を有します。 

  

⑧契約上の債務および義務 

今後５年間における各年の満期別の金額を含む借入債務、キャピタル・リース債務、オペレーティング・リース

債務およびその他債務に関しては、連結財務諸表注記13、24および25を参照ください。また、トヨタはその通常業

務の一環として、一定の原材料、部品およびサービスの購入に関して、仕入先と長期契約を結ぶ場合があります。

これらの契約は、一定数量または最低数量の購入を規定している場合があります。トヨタはかかる原材料またはサ

ービスの安定供給を確保するためにこれらの契約を締結しています。 
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次の表は、2018年３月31日現在のトヨタの契約上の債務および商業上の契約債務を要約したものです。 

  

*  長期借入債務の金額は、将来の支払元本を表しています。 

  

なお、将来の支払時期を合理的に見積もることができないため、上記の表に未認識税務ベネフィットに関連する

債務の金額を含めていません。詳細については、連結財務諸表注記16を参照ください。 

また、トヨタは2019年３月31日に終了する連結会計年度において、退職金制度に対し、国内および海外で、それ

ぞれ42,220百万円および23,234百万円を拠出する予定です。 

  

  

⑨関連当事者との取引 

トヨタは、関連会社と通常の業務上行う取引以外に、重要な関連当事者との取引を行っていません。詳細につい

ては、連結財務諸表注記12を参照ください。 

  

⑩最近の米国会計基準に関する公表 

将来適用予定の最近公表された会計基準の詳細については、連結財務諸表注記３を参照ください。 

  

 

  金額：百万円 

      返済期限 

  
合計   １年未満  

１年以上 

３年未満  

３年以上 

５年未満   

 

５年以上 

契約上の債務：                  

  短期借入債務 (注記13)                   

    借入金 1,254,444   1,254,444   ―   ―   ― 

    コマーシャル・ペーパー 3,900,469   3,900,469   ―   ―   ― 

  長期借入債務*(注記13) 14,172,025   4,180,481   5,242,051   3,846,409   903,084 

  長期借入債務に対する 

  支払利息の見積額 
901,074   293,609   340,749   124,221   142,495 

  キャピタル・リース債務 

  (注記24)  
20,626   5,796   4,807   2,671   7,352 

  解約不能オペレーティン 

  グ・リース債務 (注記24) 
76,849   14,296   20,797   15,650   26,106 

有形固定資産およびその他の

資産ならびにサービスの購入

に関する契約債務 (注記25) 

368,483   166,716   74,527   84,946   42,294 

合計 20,693,970   9,815,811   5,682,931   4,073,897   1,121,331 
 

  金額：百万円 

      債務の満了期限 

  合計 
 

１年未満 
 

１年以上 

３年未満 
 

３年以上 

５年未満 
  

５年以上 

商業上の契約 

債務 (注記25) ： 
                  

  通常の事業から生じる 

  最大見込保証債務 
2,830,749   727,656   1,136,800   704,739   261,554 

合計 2,830,749   727,656   1,136,800   704,739   261,554 
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⑪重要な会計上の見積り 

トヨタの連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に基づき作成されています。これ

らの連結財務諸表の作成にあたって、連結貸借対照表上の資産、負債の計上額、および連結損益計算書上の収益、

費用の計上額に影響を与える見積り、判断ならびに仮定を使用する必要があります。トヨタの重要な会計方針のう

ち、判断、見積りおよび仮定の割合が高いものは以下に挙げられています。 

  

a.製品保証およびリコール等の市場処置 

トヨタは通常、製品の製造過程およびその他の理由による製品の欠陥に対して保証を行っています。製品保証

規定は、期間および使用方法あるいはそのいずれかに対応して決めており、製品の特性、販売地域およびその他

の要因によって異なります。いずれの製品保証も商慣習に沿ったものです。トヨタは、製品の売上を認識する際

に、売上原価の構成要素として見積製品保証費用を引当金に計上します。この製品保証引当金は、保証期間内に

不具合が発生した部品を修理または交換する際に発生する費用の総額を、販売時に最善の見積りに基づき計上す

るものであり、修理費用に関する現在入手可能な情報はもとより、製品の不具合に関する過去の経験を基礎とし

て金額を見積もっています。製品保証引当金の見積りには、仕入先に対する補償請求により回収できる金額の見

積りも反映しています。このように、製品保証引当金の計算には重要な見積りが必要となること、また、一部の

製品保証は何年も継続することから、この計算は本質的に不確実性を内包しています。したがって、実際の製品

保証費用は見積りと異なることがあり、製品保証引当金を追加計上する必要が生じる可能性があります。これら

の要因によりトヨタの製品保証費用が大幅に増加した場合、将来の自動車事業の業績に悪影響を与える可能性が

あります。 

  

各年度の製品保証費用見積額の計算は、１台当たりの製品保証費用見積額を基礎としています。１台当たりの

製品保証費用見積額の計算にあたっては、過去の製品保証費用実績額からサプライヤーに求償した実績額を控除

した金額を当該年度の販売台数で除して算定しています。 

  

トヨタは、製品保証費用見積額の計算要素として過去のサプライヤーへの求償実績を使用していることから、

過去の平均求償実績が製品保証費用見積額の変動要因となることがあります。しかしながら、サプライヤーへの

求償実績に関する過去の実績から、見積額の不確実性は低いと考えます。当該製品の保証期間内であればサプラ

イヤーに請求することは可能であり、回収可能金額についての上限を含むその他の重大な制約条件は特に存在し

ません。 

  

トヨタは、製品のリコール等の市場処置費用を、上記の製品保証費用と同様に、売上原価の構成要素として表

示しています。「製品のリコール等の市場処置にかかる債務」は、基本的に、ある一定期間に販売された様々な

モデル全体を、地域毎に区分して、製品販売時点において包括的に算定しています。しかしながら、状況によっ

ては、トヨタは、特定の「製品のリコール等の市場処置にかかる債務」については、それらの支出が発生する可

能性が高く、かつ合理的に見積もることができる場合に、個別に見積もる方法で算定しています。なお、これら

の債務の算出は、地域毎で同様の方法で行っていますが、労働コスト等が異なるため、地域毎に区分して算出し

ています。 

  

貸借対照表に包括的に計上される「製品のリコール等の市場処置にかかる債務」の部分は、「リコール実払い

累計額」を考慮して「リコールの支払い見込み総額」を基に算出します。当該債務は期間ごとに新しいデータに

基づき評価され、適切な金額に調整されています。また、これらの債務は販売期間ごとに10年間に分けて管理し

ています。 

  

「リコールの支払い見込み総額」は、数量＜販売台数＞に単価＜台当たり市場処置額＞を乗じて算出していま

す。台当たり市場処置額は、「台当たりリコール実払い累計額」を「過去の費用の発生パターン」で除して算出

しています。「過去の費用の発生パターン」は、車両販売後10年間に発生したリコール支払い発生状況を表して

います。 

  

販売時の包括的な見積り金額と、個々のリコールに対する実際の支払い金額との差の要因としては、台当たり

平均修理費用と実際の修理費用 (主に部品代と労務費) とに差が生じる場合および、過去の費用の発生パターン

と実際に差が生じる場合などがあり、将来のリコール等の市場処置費用の見積りの中で調整されていきます。 
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上記で記載したとおり、包括的な見積り計上の際、実際のリコールの支払いは、台当たり平均修理費用などの

算定の要素として組み込まれるので、個別リコールのアナウンスをしたとしても、直接的に財務諸表に影響を与

えるものではありません。 

  
b.貸倒引当金および金融損失引当金 

トヨタの小売債権およびファイナンス・リース債権は、乗用車および商用車により担保されている分割払い小

売販売契約からなります。回収可能性リスクは、顧客もしくは販売店の支払不能や、担保価値 (売却費用控除後) 

が債権の帳簿価額を下回る場合を含んでいます。トヨタの会計方針として貸倒引当金および金融損失引当金を計

上しており、この引当金は、金融債権、売掛債権およびその他債権の各ポートフォリオの減損金額に対するマネ

ジメントによる見積りを反映しています。貸倒引当金および金融損失引当金は、信用リスク評価プロセスの一環

として行われている体系的かつ継続的なレビューおよび評価、過去の損失の実績、ポートフォリオの規模および

構成、現在の経済的な事象および状況、担保物の見積公正価値およびその十分性、ならびにその他の関連する要

因に基づき算定されています。この評価は性質上判断を要するものであり、重要な変動の可能性のある将来期待

受取キャッシュ・フローの金額およびタイミングを含め、重要な見積りを必要とするものです。マネジメント

は、現在入手可能な情報に基づき、貸倒引当金および金融損失引当金は十分であると考えていますが、(ⅰ) 資産

の減損に関するマネジメントの見積りまたは仮定の変更、(ⅱ) 将来の期待キャッシュ・フローの変化を示す情報

の入手、または (ⅲ) 経済およびその他の事象または状況の変化により、追加の引当金が必要となってくる可能

性があります。新車の価格を押し下げる効果をもつセールス・インセンティブが販売プロモーションの重要な構

成要素であり続ける限り、中古車の再販価格およびそれに伴う小売債権ならびにファイナンス・リース債権の担

保価値はさらなる引下げの圧力を受ける可能性があります。これらの要因によりトヨタの貸倒引当金および金融

損失引当金を大幅に増加させる必要が生じた場合、将来の金融事業の業績に悪影響を与える可能性があります。

これらの引当金のうち、トヨタの業績に対してより大きな影響を与える金融損失引当金のレベルは、主に損失発

生の頻度と予想損失程度の２つの要因により影響を受けます。トヨタは、金融損失引当金を評価する目的で、金

融損失に対するエクスポージャーを「顧客」と「販売店」という２つの基本的なカテゴリーに分類します。トヨ

タの「顧客」カテゴリーは比較的少額の残高を持つ同質の小売債権およびファイナンス・リース債権から構成さ

れており、「販売店」カテゴリーは卸売債権およびその他のディーラー貸付金です。金融損失引当金は少なくと

も四半期ごとに見直しを行っており、その際には、引当金残高が将来発生する可能性のある損失をカバーするた

めに十分な残高を有しているかどうかを判断するために、様々な仮定や要素を考慮しています。 

  

(感応度分析) 

トヨタの業績に重大な影響を与える金融損失の程度は、主に損失発生の頻度、予想損失程度という２つの要素

の影響を受けます。金融損失引当金は様々な仮定および要素を考慮して、少なくとも四半期ごとに評価されてお

り、発生しうる損失を十分にカバーするかどうか判断しています。次の表は、トヨタが主として米国において金

融損失引当金を見積もるにあたり、損失発生の頻度または予想損失程度の仮定の変化を示したものであり、他の

すべての条件はそれぞれ一定とみなしています。金融損失引当金がトヨタの金融事業に対して与える影響は重要

であり、損失発生の頻度または予想損失程度の仮定の変化に伴う金融損失引当金の変動が金融事業に与える影響

を示しています。 

  

  

    金額：百万円 

    
2018年３月31日現在 
の金融損失引当金 
に与える影響 

損失発生頻度 

または予想損失程度の10％の変動 
  4,781   
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c.オペレーティング・リースに対する投資 

トヨタが賃貸人となっているオペレーティング・リース用車両は、取得原価で計上し、その見積耐用年数にわ

たって見積残存価額になるまで定額法で減価償却しています。トヨタは、これらの車両に関して、業界の公開情

報および自社の過去実績に基づき見積残存価額を計算しています。残存価額の下落を示す事象が発生した場合に

は、リース車両の帳簿価額の回収可能性について減損の有無を評価し、減損が認められた場合には、残価損失引

当金を計上しています。 

  

リース期間を通じて、マネジメントは、契約上の残存価額の決定において用いられた見積りが合理的であるか

どうか判断するため、リース期間終了時における公正価値の見積額の評価を定期的に行っています。リース期間

終了時における残存価値の見積りに影響する要素として、新車インセンティブプログラム、新車の価格設定、中

古車の供給、予測車両返却率および残価損失の予測感応度等が挙げられます。車両返却率は、契約に基づき設定

されたリース期間終了時に、実際に返却されたリース車両台数が、当該期間中にリース契約が終了することが予

定されていたリース件数から早期返却分を除いた件数に占める割合を表しています。車両返却率が上昇すると、

トヨタのリース終了時における損失のリスクが上昇します。残価損失の感応度は、リース終了時におけるリース

車両の公正価値がリース車両の残存価額を下回る程度を表しています。 

  

販売報奨金が販売促進に欠かせないものである限り、中古車の再販価格およびそれに伴うトヨタのリース車両

の公正価値は引下げの圧力を受ける可能性があります。リース期間終了時における残価への影響は、インセンテ

ィブプログラムの重要性、およびそれらが長期間続くか否かに依存します。これは、現在のオペレーティング・

リースのポートフォリオの見積残価に不利な影響を与え、残価損失引当金を増加させながら、将来の中古車価格

の予測に次々に影響を与えていく可能性があります。また、他の様々な要素 (例えば、中古車の需要と供給、金

利、インフレ、品質、安全性および車両の信頼性、一般的な経済の見通し、新車価格、予測される将来の返却率

および予測される損失の重大性など) が中古車価格および将来の残価予測に影響を与え、販売促進効果を相殺す

ることがあります。これらの要因により、将来の金融事業の業績が悪影響を受ける可能性があります。 

  

(感応度分析) 

次の表は、トヨタが主として米国において残価損失を見積もるにあたり、重要な見積りであると考えている車

両返却率の仮定の変化およびリース期間終了時における市場価値の仮定の変化を示したものであり、他のすべて

の条件はそれぞれ一定とみなしています。残価損失がトヨタの金融事業に対して与える影響は重要であり、車両

返却率の変化およびリース期間終了時における市場価値の仮定の変化に伴う残価損失の変動が金融事業に与える

影響を示しています。 

  

  

 

    金額：百万円 

    
2018年４月１日以降 
リース期間終了までの 
残価損失に与える影響 

        

車両返却率の１％の変動   4,462   

リース期間終了時における 
市場価値の１％の変動   

15,299   
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d.長期性資産の減損 

トヨタは必要に応じて、無形資産を含む、使用中の長期性資産および処分予定の長期性資産の帳簿価額を定期

的にレビューしています。このレビューは、将来の見積キャッシュ・フローをもとに行っています。長期性資産

の帳簿価額に減損が生じていると判断した場合、当該資産の帳簿価額が公正価値を超える金額を減損として計上

します。マネジメントは、その将来の見積キャッシュ・フローおよび公正価値の算定は合理的に行われたものと

考えていますが、キャッシュ・フローや公正価値の見積りを修正した場合には、評価の結果が変わり、将来の自

動車事業の業績が悪影響を受ける可能性があります。 

  

e.退職給付費用 

退職給付費用および退職給付債務の計算には、割引率、発生した給付額、利息費用、年金資産の期待収益率、

死亡率などの要素が含まれています。これらの仮定と実際の結果との差額は累計され、将来の会計期間にわたっ

て償却するため、原則として将来の会計期間に費用化されます。マネジメントは、使用した仮定は妥当なものと

考えていますが、実績との差異または仮定自体の変更により、トヨタの年金費用および債務に影響を与える可能

性があります。 

  

退職給付費用および退職給付債務の計算に影響を与える最も重要な仮定は、割引率と年金資産の期待収益率で

す。割引率は、現在利用可能で、かつ、年金給付の支払期日までの間利用可能と予想される高格付で確定利付の

社債および確定利付の国債の利回りなどを考慮して決定しています。期待収益率は、保有している年金資産の構

成、運用手法から想定されるリスク、過去の運用実績、運用基本方針および市場の動向等を考慮して決定してい

ます。トヨタが当連結会計年度の退職給付費用の計算に適用した加重平均の割引率および期待収益率は、国内に

おいてそれぞれ0.7％および2.4％、海外においてそれぞれ4.0％および6.0％です。また、当連結会計年度の退職

給付債務の計算に適用した加重平均の割引率は、国内において0.7％、海外において3.9％です。 

  

(感応度分析) 

次の表は、退職給付引当金の見積りにあたり、トヨタが重要な見積りであると考えている加重平均の割引率と

年金資産の期待収益率の仮定の変化を示したものであり、他のすべての条件は一定とみなして計算しています。 

  

  

 

    金額：百万円 

    国内   海外 

    

2019年３月31日 
に終了する１年間 
の利益 (税効果考 
慮前) への影響 

 

2018年 
３月31日現在の 
予測給付債務 
への影響 

  

2019年３月31日 
に終了する１年間 
の利益 (税効果考 
慮前) への影響 

  

2018年 
３月31日現在の 
予測給付債務 
への影響 

割引率                        

   0.5％の減少   △  10,458     167,996     △   7,172     129,227  

   0.5％の増加   9,249     △ 147,854     6,368     △ 109,454  

期待収益率                        

   0.5％の減少   △   8,064           △   4,077        

   0.5％の増加   8,064           4,077        
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f.公正価値計上のデリバティブ等の契約 

トヨタは、通常の業務の過程において、為替および金利変動に対するエクスポージャーを管理するために、デ

リバティブ商品を利用しています。デリバティブ商品の会計処理は複雑なものであり、かつ継続的に改訂されま

す。デリバティブの公正価値は主に、金利、為替レートなどの観測可能な市場情報および契約条項を利用した標

準的な評価手法を用いて測定しています。観測可能な市場情報を入手できない場合には、取引相手から入手した

価格やその他の市場情報により測定しています。これらの見積りは、それぞれの場合に照らして妥当と思われる

評価方法に基づいていますが、異なる仮定を用いることにより見積公正価値が大きく変化することがあります。 

  

g.市場性ある有価証券および関連会社に対する投資 

トヨタは、投資の公正価値が帳簿価額を下回り、かつその下落が一時的ではない場合、その帳簿価額を公正価

値まで減損する処理を会計方針として採用しています。価値の下落が一時的かどうかを判断する際には、トヨタ

は帳簿価額を下回った期間の長さおよび下落幅、当該会社の財務状況および将来の展望ならびにトヨタが当該会

社の株式を公正価値が回復するまで保有する能力と意思の有無を考慮しています。 

  

h.繰延税金資産 

繰延税金資産の回収可能性は、将来加算一時差異の解消、将来課税所得の見積り、および慎重かつ実行可能な

タックスプランニング等を要素として評価されます。その評価の結果として、50％超の可能性で回収不能と見込

まれる額、すなわち評価性引当金の計上額は、繰延税金資産の回収可能性に関連する入手可能なすべての肯定的

な証拠と否定的な証拠の双方を適切に考慮して決定されます。 

  

トヨタは、現時点で利用可能な情報に基づいた最善の見積りを行っていますが、予想し得ない要因や変化が生

じた場合には、繰延税金資産の回収可能性の評価を見直す可能性があります。 
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４ 【経営上の重要な契約等】 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、「クリーンで安全な商品の提供を使命とし、あらゆる企業活動を通じて、住みよい地球と豊かな社会づく

りに取り組む」、「様々な分野での最先端技術の研究と開発に努め、世界中のお客様のご要望にお応えする魅力あふ

れる商品・サービスを提供する」の基本理念のもと、多様化・高度化する市場ニーズを的確にとらえた、高品質・低

コストのより魅力ある商品を提供するため、積極的な研究開発活動を行っています。 

トヨタの研究開発は、日本においては、当社を中心に、ダイハツ工業㈱、日野自動車㈱、トヨタ車体㈱、トヨタ自

動車東日本㈱、㈱豊田中央研究所などの関係各社との密接な連携のもとで推進されています。 

さらに、海外各地域のお客様のニーズに的確にお応えしたクルマづくりのために、グローバルな開発体制を構築し

ています。主な拠点として、北米地域にトヨタ  モーター  エンジニアリング  アンド  マニュファクチャリング  

ノース  アメリカ㈱のテクニカルセンター、キャルティ  デザイン  リサーチ㈱、トヨタ  リサーチ  インスティテ

ュート㈱、欧州地域にトヨタ  モーター  ヨーロッパ㈱のテクニカルセンター、トヨタ  ヨーロッパ  デザイン  デ

ィベロップメント㈲、アジア地域にトヨタ  ダイハツ  エンジニアリング  アンド  マニュファクチャリング㈱のテ

クニカルセンター、トヨタ自動車研究開発センター (中国) ㈲、一汽トヨタ技術開発㈲、広汽トヨタ自動車㈲研究開

発センターがあります。 

当連結会計年度におけるトヨタの研究開発費は1,064,269百万円です。 

当連結会計年度における事業別セグメントごとの活動状況および研究開発費は次のとおりです。 

  

 

2002年１月 チェコ共和国において小型乗用車を共同生産するため、プジョー  シトロエン  オートモービル

ズ  ＳＡとの間で合弁契約を締結 (当該契約に基づき、2002年３月トヨタ  プジョー  シトロエ

ン  オートモービル  チェコ㈲を設立)  

2002年８月 中国第一汽車集団公司と、中国における自動車の共同事業に関する基本合意書を締結 

2004年６月 中国において乗用車を生産・販売するため、広州汽車集団股份有限公司との間で合弁契約を締結

(当該契約に基づき、2004年９月広汽トヨタ自動車㈲を設立)  

2017年８月 マツダ㈱と業務資本提携 

2017年11月 米国において乗用車を共同生産するため、マツダ㈱との間で合弁契約を締結 (当該契約に基づ

き、2018年３月マツダトヨタマニュファクチャリングＵＳＡ,Ｉｎｃ．を設立)  
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(１) 自動車事業 

トヨタは、走りの楽しさや快適性などクルマがもたらす様々な恩恵による人々の心の豊かさの向上と、環境負

荷や交通事故等のクルマのネガティブな面の最小化を、同時に高いレベルで実現していくことを商品・技術開発

のビジョンとして掲げています。 

当連結会計年度には、「トヨタのグローバルミッドサイズセダン」である「カムリ」を、TNGA (トヨタ・ニュ

ー・グローバル・アーキテクチャー) に基づくプラットフォームやパワートレーンなどにより一新し、意のまま

の走りと美しいデザインを実現しました。また、日本の「おもてなしの心」を表現した、お子様、高齢者、車い

す使用者、外国からの観光客など、あらゆる人に優しい「ＪＰＮ ＴＡＸＩ (ジャパンタクシー) 」を新たに発売

しました。さらに1968年の発売開始以来、世界各国のお客様にご愛用いただいているピックアップトラック「ハ

イラックス」を13年ぶりに日本市場に導入しました。レクサスブランドでは、革新的なデザイン、エモーショナ

ルな走り、先進の予防安全技術を兼ね備えた新型高級セダン「ＬＳ」を発売しました。 

安全技術の開発については、モビリティ社会の究極の願いである「交通事故死傷者ゼロ」を目指し、「統合安

全コンセプト」の考えのもと、衝突回避支援や車線逸脱防止支援、夜間の視界支援などの複数の安全機能をパッ

ケージ化した「Toyota Safety Sense (トヨタ・セーフティ・センス) 」を日本、北米、欧州のほぼすべての乗用

車に設定しました。昨年10月に発売した新型「ＬＳ」には、世界初の自動操舵で衝突回避支援するプリクラッシ

ュセーフティなど更なる事故低減への寄与を目指した「Lexus Safety System +A (レクサス・セーフティ・シス

テム・プラスエー) 」を搭載しました。また、将来の自動運転につながる高度運転支援技術「Lexus CoDrive (レ

クサス・コドライブ) 」を搭載し、高速道路や自動車専用道においてドライバーの運転意図と調和した操舵支援

やレーンチェンジ支援によりドライバーの運転負荷の大幅な低減に貢献しています。本年１月にマイナーチェン

ジした「アルファード」ならびに「ヴェルファイア」には、Lexus Safety System +AおよびLexus CoDriveの機能

の一部を追加し、第２世代に進化したToyota Safety Senseを搭載しました。第２世代のToyota Safety Senseは

今後順次、各車に搭載していきます。 

環境技術の開発については、「エコカーは普及してこそ環境への貢献」との考えのもと、国や地域ごとのエネ

ルギーやインフラ整備の状況、さらにはエコカーの特徴に応じて、お客様の用途に合わせた最適なクルマを提供

することを目指し、ハイブリッド車やプラグインハイブリッド車に加え、「究極のエコカー」である燃料電池自

動車の開発・普及を進めています。本年３月に発売した量販型燃料電池バス「ＳＯＲＡ」は、「トヨタフューエ

ルセルシステム (TFCS) 」を搭載し、走行時にCO2や環境負荷物質を排出しない優れた環境性能によって環境に配

慮するとともに、大容量外部給電システムを搭載しており、高出力かつ大容量の電源供給能力 (最高出力９kW、

供給電力量235kWh) を備え、災害時に電源としての利用を可能とするなど、水素社会の実現に向けた取り組みを

着実に進めています。また、電気自動車についても、高性能な次世代電池として「全固体電池」の研究・開発を

進めています。低炭素で持続可能な社会の実現に向け、「2030年に電動車販売550万台以上」というチャレンジ目

標を掲げ、今後も技術開発を加速させていきます。 

当事業に係る研究開発費は1,038,856百万円です。 

  
(２) その他の事業 

基礎研究分野においては、㈱豊田中央研究所を中心として、エネルギー・環境、機械、情報・通信、材料など

の幅広い分野における研究活動に取り組んでいます。 

住宅事業については、トヨタホーム㈱およびミサワホーム㈱が中心となり市場ニーズに対応した新商品および

技術の開発に取り組んでいます。 

その他の事業に係る研究開発費は25,413百万円です。 
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